
今年度移転価格申告書No. 2257-SD」
の締め切りが近づいています！

2019年9月3日

移転価格方針に関する申告書（フォーム番号2257-SD）は、納税申告期限後、6か月以内に提出する必要
があります。

2018年12月31日に会計年度を終了した企業は、2019年11月3日までに移転価格方針申告書を提出する必要
があります。

対象となる会社

この申告義務は、次のようなフランスの法人および外国

企業のフランスの子会社が対象となります。

• 年間売上高、または総資産が5,000万ユーロ以上であ
る会社。

• 会計年度末にフランスまたは外国の企業により資本
または議決権の半数以上を直接的または間接的に保
有、または所有しており、親会社または子会社が上
記の条件に該当する場合。

• 若しくは、連結納税グル－プに属する会社で上記の
いずれかの条件に該当する会社がある場合。

移転価格文書の簡略版...

「申告書2257-SD」は、「税務手続書（LPF）」のL.13条

A Aで規定されている移転価格文書の非常に簡略化された

要約版です。

税務監査の対象を容易に決定...

申告書に含まれる情報は、データベースに申告された

データを統合および分析することができるので、税務監

査に有効に活用される傾向にあります。

従って、「フォーム2257-SD」の宣言条項により、税

務当局はより効率的かつより具体的にターゲットを絞

り税務監査を設定することが可能になるので、この申

告書を正しく準備することが重要となります。

申告方法に基づく

2016年の財政に関する法令では2015年12月29日の「法

令2015-1785号」の執行以来、電子申告が義務付けら

れました。

尚、連結納税を適用している会社は、申告は各子会社
に代わって親会社によって提出される必要がありま
す。

不正申告および制裁

申告書を提出しなかった場合、1 5 0ユーロの罰金が課

せられます。申告漏れまたは不正申告が見つかった場

合、1点について1 5ユーロの罰金が賦課されますが、

罰金合計は最低額が60ユーロで最高でも1 0 0 0 0ユーロ

を超えることはできないと定められています。
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実際に

制裁は軽いですが、細心の注意を払って「申告

書2257-SDを作成し、移転価格文書に忠実に準

拠して作成することが重要です。

実際、申告書の一部の表は、L P F上の条項L 1 3

A Aに明記されている移転価格文書にも含める必

要があります。

そして、幣事務所のお客様が最近受けた税務監

査の内容を分析すると、これらの申告書、移転

価格文書等が、税務調査官によって細部に渡っ

て使用されていることがります。

幣事務所の税務担当チームは、お客様の「申告

書2257-SD」の作成及び提出の両方でお客のサ

ポ－トを行います。
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